鳥取県版農の雇用支援事業(３年目)
募集要領
平成２９年１２月７日
一般社団法人鳥取県農業会議
	　「鳥取県版農の雇用支援事業」として２年間の研修事業を終了した農業法人・農業参入企業・農業者等（以下、「農業法人等」という。）が、引き続き３年目の研修を実施する場合、その研修経費について助成します。
  ３年目の研修を希望される場合は、平成３０年１月１０日（水）までに必要な申請書類を提出して下さい。

	


	１　申請期限、申請先、申請書類

	


【申請期限】
　　平成３０年１月１０日（水）
【申 請 先】
　　一般社団法人鳥取県農業会議　　担当　田中
〒６８０－８５７０
鳥取市東町１－２７１　県庁第２庁舎８階
電話　0857-26-8371　　FAX　0857-29-4867
【申請書類】
　　申請に必要な書類は、以下のとおりです。
(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞhttp://www.t-agri.com/kaigi/cat3/  参照)
　　　①　研修実施計画書（様式第1-2号）
　　　②　農業法人等の遵守事項（様式第1-2号　別紙１）
      ③　経営計画書（又は営農報告書）(様式第1-2号　別紙２)
      ④　税務署の受付印が押印してある最新の青色申告決算書の写し(個人経営）又は決算報告書の写し(法人経営)
	２　助成内容

	


【助成額及び助成期間】
　（１）助成対象経費及び助成額
①農業法人等の指導者が研修生に対して指導を行うことへの研修経費
          ②外部講師（先進的な農業法人、専門的な知識を有する者など）からの指導　　　　　を受けた際の謝金
          　①、②に対して、研修生１人当たり、５０，０００円(上限)/月
③住宅・通勤手当
  ③に対して、研修生１人当たり、３３，０００円(上限)/月
　（２）助成期間
          平成３０年２月から最長で１２ヶ月。
	３　事業の応募要件　

	


　　本事業を実施するためには、次の要件のすべてを満たす必要があります。
（１）農業法人等の要件
　　①農業を営む農業法人等又は農作業受託を行う事業体であること
　　②研修終了後も、研修生を継続して正規雇用（パート、季節雇用及びアルバイトを　　　　除く。）し、就農に必要な技術等を習得させるための研修を行うことができること
　　③研修生に対して十分な指導を行うことのできる指導者を確保するため、研修責任　　　　者（経営主本人を含む）が明確であること
　　④研修生と雇用契約を締結し、雇用保険・労働者災害補償保険等の労働保険に加入　　　　し、法人の場合は厚生年金、健康保険等の社会保険に加入していること
　　⑤過去における雇用及び研修に関して、法令に違反する等のトラブルがないこと
　　⑥研修の実施について、本事業の対象経費と重複する他の助成を受けていないこと　　　⑦研修生の１週間の所定労働時間(年間を通じた平均)は３５時間以上であること
　　⑧当該農業法人等の５年後の所得が、３年目の研修生１名あたり概ね３００万円　　　　向上することが確実と見込まれる計画を有すること。（詳しくは(別紙)「３年目　　　　の申請書記入例」(Ｐ．１９・２０)をご覧下さい。
（２）研修生の要件
　　①研修生は、就農意欲を有し、本事業での研修終了後も継続して就農する意思があ　　　　ること
　　②研修生は、県内在住であること　
	４　審査結果の通知

	


　　一般社団法人鳥取県農業会議は、申請内容を審査した上で、平成３０年１月下旬を目途に本事業の実施農業法人等を決定し、農業法人等に通知します。
	５　注意事項

	


（１）国、地方公共団体から、本事業の他に助成等を受ける場合は、事前に相談して下さい。
（２）次の場合は、助成金の全部または一部を交付せず、また、交付した助成金の返還を求めることがあります。
①　研修実施計画に即した研修が行われていないと認められる場合
②　著しく研修の効果が認められない場合
③　農業法人等の都合により研修を中止した場合（天災その他やむを得ない事情により研修の継続が不可能となった場合、または研修生の責めに帰すべき理由による場合を除く）
④　複数の研修生を雇用している場合、一部の研修生が研修を中止し欠員が生じた場合、２ヶ月以内に補充を行わなかった場合
⑤  助成金の交付条件に違反した場合
⑥　虚偽の報告等本事業に関する不正が認められた場合
⑦  研修生の雇用に関して、法令違反等の不正があった場合
⑧　研修生の１週間の所定労働時間(年間を通じた平均)が３５時間未満であった場合
(３) 助成金の申請は、研修開始後概ね６ヶ月ごとに行い、助成金の対象となる期間が終了した翌月中に申請書が本会に提出されない場合、採択を取り消すことがあります。
(４) 申請書の様式は若干変更になる場合があります。また、審査に必要な資料を別途お願いすることがありますので、指定された日までに回答して下さい。
　　　なお、指定日までに回答がない場合は、採択できない場合がありますので、ご承　　　知下さい。
(別記１様式１－２号)

　　一般社団法人 鳥取県農業会議

　　　会　長 上　場　重　俊　様




研修実施事業者名





郵便番号





　所在地




　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

                            研修生氏名(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　

研修実施計画書（３年目）
　鳥取県版農の雇用支援事業（新規就業者早期育成支援事業）の研修について継続して実施したいので、以下のとおり研修実施計画を提出します。

１　研修実績（平成２８年２月～平成３０年１月）       　

　（１）これまでの研修に対する評価

　　　　　（別紙）により記載してください

　（２）（１）を踏まえた今後の指導方針

	


２　研修計画（平成３０年２月～平成３１年１月）
（１）研修の内容・方針・目標

	研修期間（助成期間）
	平成３０年２月　１日  ～　平成３１年１月３１日

	研修により習得させる
技術（３つ以上）
※（２）の研修計画に
記載する技術から３つ
以上選択してください。

	・

	
	・

	
	・

	
	・

	
	・


（２）研修計画　（※研修日数は、就業日数ではなく研修生を指導する日数を記入すること）
	年　月
	研修日数
	従事させる作業等
	左記の作業において習得させる技術

	平成３０年

　　　２月
	日
	
	

	　　　３月
	　　　日
	
	

	　　　４月
	　　　日
	
	

	　　　５月
	　　　日
	
	

	　　　６月
	　　　日
	
	

	　　　７月
	　　　日
	
	

	　　　８月
	　　　日
	
	

	　　　９月
	　　　日
	
	

	　　１０月
	　　　日
	
	

	　　１１月
	　　　日
	
	

	　　１２月
	　　　日
	
	

	平成３１年１月
	　　　日
	
	


※研修計画については、研修時期に即して習得を目指す技術を設定するなど、年間を通じて同一作業、同一技術の記載とならないよう内容に留意すること。
※３年目の研修計画については、これまでで指導・習得した内容を踏まえ計画を立てること。
※雇用契約内容や研修責任者の変更等がある場合は、研修実施計画書・雇用契約内容確認書変更届出書を別途提出すること。
（別紙）　これまでの研修に対する評価
初回の事業申請時に「研修実施計画書」の研修計画に記載した「研修により習得させる技術（３つ以上）」について、研修生の習得状況を研修生自身及び研修責任者がそれぞれ評価を行ってください。

	研修開始時に習得を目指した技術
	研修生自身による
自己評価※
	研修責任者による
評価※

	・

	５ ４ ３ ２ １

	 ５ ４ ３ ２ １ 


	・

	 ５ ４ ３ ２ １  

	 ５ ４ ３ ２ １ 


	・

	 ５ ４ ３ ２ １  

	 ５ ４ ３ ２ １ 


	・

	 ５ ４ ３ ２ １  

	 ５ ４ ３ ２ １ 


	・

	 ５ ４ ３ ２ １  

	 ５ ４ ３ ２ １ 



　※設定した「技術」について、以下の５段階評価で行ってください。

　　５…他の従業員等よりうまく行うことができる（目標レベル以上）

　　４…他の従業員等と同等のレベルで行うことができる

　　３…他の従業員等より時間はかかるが、研修生ひとりで行うことができる（目標レベル）
　　２…他の従業員等と一緒であれば、行うことができる

　　１…行うことができない（目標とした技術が習得できなかった）

（研修生自らの総合評価）
	


（研修責任者の総合評価）
	


（別記１様式第２号　別紙）

１　農業法人等の遵守事項

（１）　研修の実績を、研修記録簿に記載すること

（２）　研修開始後おおむね６ヶ月ごとに、研修記録簿、助成金交付申請書、帳簿の写し等を提出すること。

（３）　一般社団法人鳥取県農業会議が実施する研修状況の確認に協力すること。

　　　また、一般社団法人鳥取県農業会議から指導等を受けた場合は従うこと。

２　研修生の遵守事項

（１）　研修責任者の指導に従うこと。

（２）　研修記録簿に必要事項を記載すること。

（３）　一般社団法人鳥取県農業会議が実施する研修状況の確認に協力すること。

　　　また、一般社団法人鳥取県農業会議から指導等を受けた場合は従うこと。

　本事業の実施に当たっては、上記に定められた事項を遵守します。



研修実施事業者代表者（氏名を自署）　　　　　　　　　　　　　　
                                                 　

                研修生氏名    　　  （氏名を自署）　　　　　　　　　　　　　　
　

経営計画書記入上の注意(３年目用)
（１）記入にあたっては、農業改良普及所等関係機関にご相談の上、記入して下さい。
（２）経営の将来目標について
　　　今後５年間の規模拡大や新部門導入を含めた経営全体の計画について記入して下さい。
（３）現状について                     　　

　　　３年目の本事業を申請する場合、「現状」欄は、個人経営では平成２８年分、法人経営では直近の決算期として下さい。
（４）個人経営、法人経営とも原則として、税務申告時の決算書の収入・支出の各項目ごとの数字を使って記入して下さい。
（５）補助金を経営計画に入れる場合は、雑収入に含めて内訳（補助金名、金額等）を記入して下さい。
（６）「当該農業法人等の５年後の所得が、３年目の研修生１名あたり概ね３００万円向上することが確実と見込まれる計画を有すること。」とは、具体的にはＰ.１９・２０をご覧下さい。
(様式第1-2号　別紙２)
経営計画書
１　経営の将来目標（5年後の経営目標及び今後5年間の規模拡大、新部門導入などの予定を含む）
	
	具体的内容
	実現に向けたスケジュールと見込み
（農地・労働力確保、機械・施設整備、
資金調達等）

	規模拡大の計画
	
	

	新部門導入計画
	
	

	その他
（販売方法の改善等）
	
	


２　作付け計画（又作付け実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ａ、頭、羽）

	作　目
	現状の前々年
(26年)
	現状の前年
(27年)
	現　状
(28年)
	１年目
(29年)
	２年目
(30年)
	３年目
(31年)
	４年目
(32年)
	５年目
(33年)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）ビニールハウス等施設を利用して栽培を行う場合は（   ）内に施設栽培の面積(内数)を記入すること。

（２）現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値（面積、頭数）を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

３　加工部門生産量等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：ｋｇ）

	品　目
	現状の前々年
(26年)
	現状の前年
(27年)
	現　状
(28年)
	１年目
(29年)
	２年目
(30年)
	３年目
(31年)
	４年目
(32年)
	５年目
(33年)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）１年目研修時に提出した経営計画に加工部門を記載している場合は、現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

４　売り上げ計画（又は売り上げ実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

	品　目
	現状の前々年
(26年)
	現状の前年
(27年)
	現　状
(28年)
	１年目
(29年)
	２年目
(30年)
	３年目
(31年)
	４年目
(32年)
	５年目
(33年)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上計
	
	
	
	
	
	
	
	

	雑収入
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）売上額は数量×単価で記入すること。売上計画には雑収入を記入し、内訳を下表に記入すること。

（２）現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値（販売収入）を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

   雑収入の内訳
	補助金等の名称
	金額(千円)
	収入年

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５　経営計画（個人経営の場合）
	時　期
	収入金額
(千円）
①

	経　費
	対象研
修生の数
(人)

	農業所得
（千円）
①－②

	対象研修生以外の従業員数
(内パート等)
(人)

	
	
	(千円）
②

	総人件費
	
	
	

	
	
	
	(専従者給与含む）
 (千円）
	対象研修生の人件費(千円）
	
	
	

	現状の前々年
（２６年）
	

	
	
	
	
	
	

	現状の前年
（２７年）
	

	
	
	
	
	
	

	現　状
（２８年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	１年目
（２９年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	２年目
（３０年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	３年目
（３１年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	４年目
（３２年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	５年目
（３３年）
	
	
	
	
	
	
	( 　　)

	
	
	
	
	
	
	
	


（１）対象研修生の人数は、３年目予定の研修生の人数を記入すること。

（２）青色申告決算書の写しを添付すること。

（３）現状の前々年の収入金額欄には、農の雇用申請時に提出した経営計画の実績数値（販売収入）を記入すること。現状の前年及び現状の収入金額欄は２段書きとし、上段に経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。本計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

６　経営計画（法人経営の場合）
	時　期
	売上高＋
雑収入
(千円)
   ①

	販売費及び
	対象
研修生
の数
(人)
	経常利益
(千円)
 ①－②
	対象研
修生以外の労働力(うちパート等)


	
	
	一般管理費
＋製造原価
(千円)
     ②

	総人件費
	
	
	

	
	
	
	(役員報酬
含む)
(千円)
	対象研修生の人件費
(雇人費)
(千円)
	
	
	

	現状の前々年
（２６年）
	
	

	
	
	
	
	

	現状の前年
（２７年）
	
	

	
	
	
	
	

	現　状
（２８年）
	
	
	
	
	
	
	(     )

	１年目
（２９年）
	
	
	
	
	
	
	(     )

	２年目
（３０年）
	
	
	
	
	
	
	(     )

	３年目
（３１年）
	
	
	
	
	
	
	(     )

	４年目
（３２年）
	
	
	
	
	
	
	(     )

	５年目
（３３年）
	
	
	
	
	
	
	


（１）対象研修生の人数は、３年目予定の研修生の人数を記入すること。

（２）青色申告決算書の写しを添付すること。

（３）現状の前々年の収入金額欄には、農の雇用申請時に提出した経営計画の実績数値（販売収入）を記入すること。現状の前年及び現状の収入金額欄は２段書きとし、上段に経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。本計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

 5年後の収支計画   （個人農家用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	収入
	販売収入
	
	経　費
	 租税公課
	

	
	雑収入
	
	
	 種苗費
	

	
	収入合計①
	
	
	 素蓄費
	

	
	
	 肥料費
	

	
	
	 飼料費
	

	
	
	 農具費
	

	
	
	 農薬衛生費
	

	
	
	 諸材料費
	

	
	
	 修繕費
	

	
	
	 動力光熱費
	

	
	
	 作業用衣料費
	

	
	
	 農業共済掛金
	

	
	
	 減価償却費
	

	
	
	 荷造運賃手数料
	

	
	
	 雇人費
	

	
	
	 利子割引料
	

	
	
	 地代・賃借料
	

	
	
	 土地改良費
	

	
	
	 その他
	

	
	
	 専従者給与
	

	
	
	 経費合計 ②
	

	
	
	収入-経費 ①－②
    所　　得
	


5年後の収支計画 （法人用）    （単位：千円）　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	売上高
	
	
	販売費及び一般管理費の内訳書

	        売上高    ①
	
	
	

	        雑収入    ②
	
	
	 役員報酬
	

	          ①＋②＝Ⓐ
	
	
	 荷造運賃
	

	
	
	
	 広告宣伝費
	

	 売上原価
	
	
	 交際費
	

	    当期製品製造原価 ③
	
	
	 事務通信費
	

	
	
	
	 寄付金
	

	   売上総利益
	
	
	 減価償却費
	

	
	
	
	 図書研修費
	

	 販売費及び一般管理費④
	
	
	

	
	
	
	  合  計  ④
	

	   営業利益
	

	営業外収益
	

	営業外費用
	

	経常利益　　Ⓐ-③-④
	


   　　 　　　　 　製造原価報告書                                       
5年後の収支計画             （単位：千円）
	   総製造費用
	

	    材料費
	

	        種苗費
	

	        肥料費
	

	        農薬費
	

	        諸材料費
	

	
	

	    労務費
	

	        賃金手当
	

	        福利厚生費
	

	
	

	    製造経費
	

	        作業委託費
	

	        動力光熱費
	

	  　　　農具費
	

	  　　　修繕費
	

	  　　　共済掛金
	

	  　　　地代賃借料
	

	  　　　支払小作料
	

	  　　　租税公課
	

	
	

	       総製造費用
	

	    当期製品製造原価 ③
	


（別紙）

                     （３年目の申請書記入例）
経営計画書
１　経営の将来目標（5年目の経営目標及び今後5年間の規模拡大、新部門導入などの予定を含む）
	
	具体的内容

	実現に向けたスケジュールと見込み
（農地・労働力確保、機械・施設整備、
　資金調達等）

	規模拡大の計画

	  収益性が高い葉ネギを、現状の２６０ａから順次拡大し、５年後には４３０ａとする。


	　本年度、周辺の水田を１１０ａ新たに借入れ、作付け済み。今後も周辺で借入れ可能な農地の目処がある。

  労働力は昨年度２名正規雇用を行

い、今後はパートを２～３名採用することにより適期管理を行うことが可

能。機械・施設は現有のもので対応可能であるため、新規導入予定はない。



	新部門導入計画

	  スイカに変えて来年度からブロッコリー１００ａを新たに導入し、所得向上を目指す。


	  ブロッコリーの作付け予定地としてすでに７０ａ借入れ済み、ブロッコリーの乗用管理機を補助事業で３０年度に導入予定。労力は、昨年度２名正規雇用を行い、今後はパートを２～３名採用することにより適期管理を行うことが可能。



	その他
(販売方法の改善等)

	  葉ネギで契約栽培による直販を取り入れることにより販売単価を現状より１０％向上させる。


	  ２８年に試験出荷済み、３０年度は

1000c/s(3kg/ｹｰｽ)の出荷予定。




２　作付け計画（又作付け実績） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ａ、頭、羽）

	作　目
	現状の前々年
 (26年) 
	現状の前年
 (27年) 
	 現　状
 (28年)
	 １年目
 (29年)
	 ２年目
 (30年)
	 ３年目
 (31年)
	 ４年目
 (32年)
	５年目
(33年)

	 葉ネギ 

	２１０
(100)
	  ２６０
(100)
２６０
(100)
	２６０
(100)
２６０
(100)
	３７０
(100)

	４００
(100)

	４３０
(100)

	４３０
(100)

	４３０
(100)


	 スイカ 
	(３０)
	(３０)
(３０)
	   (３０)
(３０)
	(３０）

	０

	０

	０

	０


	 水稲  

	５０
	５０
５０
	５０
５０
	    ５０

	    ５０

	    ５０

	    ５０

	   ５０


	ブロッコリー
	０
	０
０
	０
０
	０

	１００

	１００

	１００

	１００


	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	２９０
	３４０

３４０
	３４０

３４０
	４５０


	５５０


	５８０


	５８０


	５８０




（１）ビニールハウス等施設を利用して栽培を行う場合は（   ）内に施設栽培の面積(内数)を記入すること。

（２）現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値（面積、頭数）を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

３　加工部門生産量等                                         　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：ｋｇ）

	品　目
	現状の前々年
(26年)
	現状の前年
(27年)
	現　状
(28年)
	１年目
(29年)
	２年目
(30年)
	３年目
(31年)
	４年目
(32年)
	５年目
(33年)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）１年目研修時に提出した経営計画に加工部門を記載している場合は、現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

４　売り上げ計画（又は売り上げ実績）(雑収入含む)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

	品　目
	現状の前々年
(26年)
	現状の前年
(27年)
	現　状
(28年)
	１年目
(29年)
	２年目
(30年)
	３年目
(31年)
	４年目
(32年)
	５年目
(33年)

	
	売上
(収量/10ａ×単価/kg×面積10a)

	葉ネギ

(2回転)

	15,120

(1.8t×400円×21)
	18,720

(1.8t×400
円×26)
18,720

(1.8t×400円×26)
	18,720

(1.8t×40
0円×26)
18,720

(1.8t×40
0円×26)
	26,640

(1.8t×400円×37)


	29,520

(1.8t×410円×40）

	32,510

(1.8t×42
0円×43）

	34,060

(1.8t×440円×43）

	34,060

(1.8t×440円×43


	
	スイカ


	1,920

(4t×160円×3)
	1,920

(4t×160円
×3)
1,920

(4t×160円×3)
	1,920

(4t×160
円×3)
1,920

(4t×160
円×3)
	1,920

(4t×160円×3)

	

	
	
	

	水稲


	500

(500kg×
200円×5）
	500

(500kg×
200円×5）
500

(500kg×
200円×5）
	500

(500kg×
200円×5）
500

(500kg×
200円×5）
	500

(500kg×
200円×5)

	500

(500kg× 200円×5)

	500

(500kg× 200円×5)

	500

(500kg× 200円×5)

	500

(500kg×200円×5


	ブロッコリー

	
	
	
	

	2,480

(800kg×

310円×10)
	2,480

(800kg×

310円×　10）
	2,480

(800kg×

310円×　10）
	2,480

(800kg

×310円

×10）

	売上計
	17,540
	21,140

21,140
	21,140

21,140
	29,060

 
	32,500


	35,490


	37,040


	37,040



	雑収入
	
	
1,000
	1,000
	1,000
	
	
	
	

	
	合　計
	17,540
	19,500

22,140
	22,000  22,140
	  30,060


	  32,500

	  35,490

	  37,040

	 37,040


	
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）売上額は数量×単価で記入すること。売上計画に雑収入を記入し、内訳を下表に記入すること。

（２）現状の前々年の欄には、１年目研修時に提出した経営計画の実績数値（面積、頭数）を記入すること。現状の前年及び現状の欄は２段書きとし、上段に同経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。

雑収入の内訳

	 補助金等の名称
	  金額(千円)
	 収入年

	農の雇用事業補助金
	  １，０００
	 　　２６

	農の雇用事業補助金
	  １，０００
	 　　２７

	農の雇用事業補助金
	  １，０００
	 　　２８

	
	
	

	
	
	


５　経営計画（個人経営の場合）
	時　期

	収入金額
(千円）

①

	経　費
	対象研
修生の数
(人)

	農業所得
（千円）
①－②

	対象研修
生以外の労働力（うちパート等）


	
	
	(千円）
②

	総人件費
	
	
	

	
	
	
	(専従者給与含む) (千円）

	対象研修生分
(雇人費）
(千円）
	
	
	

	現状の前々年
 (２６年)
	17,540
	14,886
	 

	
	
	
	

	現状の前年
 (２７年)
	   19,500

22,140
	  18,790
	
	
	
	
	

	
	  現　状
（２８年）
	   22,000   22,140
	  18,800
	       6,000
	2,000
	    １
	       
   3,340
	３

（１）

	
	  １年目
（２９年）
	   30,060


	  26,000

        
	       8,500

            
	     2,050


	    １


	   4,060
	４

（2）

	  ２年目
（３０年） 
	   32,500


	  28,000


	       8,500


	     2,050


	    １


	   4,500


	４

（2）

	  ３年目
（３１年）
	   35,490


	  29,000


	       9,500


	     2,100


	    １


	   6,490


	５

（3）

	  ４年目
（３２年）
	   37,040


	  29,000


	       9,500


	     2,100


	    １


	   8,040


	５

（3）

	
	  ５年目
（３３年）
	   37,040


	  29,100


	       9,600


	     2,150


	    １


	   7,940


	５

（3）

	
	
	
	
	
	
	
	


（１）対象研修生の人数は、３年目予定の研修生の人数を記入すること。
（２）青色申告決算書の写しを添付すること。

（３）現状の前々年の収入金額欄には、農の雇用申請時に提出した経営計画の実績数値（販売収入）を記入すること。現状の前年及び現状の収入金額欄は２段書きとし、上段に経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。本計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。


６　経営計画（法人経営の場合）                                                          
	時　期

	売上高＋
雑収入

(千円）
①

	販売費及び
	対象研
修生の数
(人)

	経常利益
（千円）
①－②

	対象研修
生以外の労働力（うちパート等）


	
	
	一般管理費＋製造原価
(千円）
②
	総人件費
	
	
	

	
	
	
	(役員報酬含む)
(千円）

	対象
研修生分
(給料･手当)
(千円）
	
	
	

	現状の前々年
 (２６年)
	17,540
	
14,886
	
	
	
	
	

	現状の前年
 (２７年)
	   19,500

22,140
	
18,790
	
	
	
	
	

	
	  現　状
（２８年） 

	   22,000

   22,140


	    18,800


	6,000


	2,000


	    1
	       
   3,340
	３

（1）

	
	  １年目
（２９年）
	   30,060


	    26,000

          
	      8,500


	    2,050


	    1


	   4,060


	４

（2）

	  ２年目
（３０年） 
	   32,500


	    28,000


	      8,500


	    2,050


	    1    
	   4,500


	４

（2）

	  ３年目
（３１年）
	   35,490


	    29,000


	      9,500


	    2,100


	    1    
	   6,490


	５

（3）

	  ４年目
（３２年）
	   37,040


	    29,000


	      9,500


	    2,100


	    1    
	   8,040


	５

（3）

	
	  ５年目
（３３年）
	   37,040


	    29,100


	      9,600


	    2,150


	    1    
	   7,940


	５

（3）

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（１）対象研修生の人数は、３年目予定の研修生の人数を記入すること。

（２）決算報告書の写しを添付すること。

（３）現状の前々年の収入金額欄には、農の雇用申請時に提出した経営計画の実績数値（販売収入）を記入すること。現状の前年及び現状の収入金額欄は２段書きとし、上段に経営計画の１年目及び２年目の計画、下段に実績を記入すること。本計画書提出時に１年目の計画に対する実績が明らかになっている場合は２段書きとし、上段に計画、下段に実績（実績見込み可）を記入すること。


5年後の収支計画   （個人農家用）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	収 入
	販売収入
	
	経 費
	 租税公課
	

	
	雑収入
	
	
	 種苗費
	

	
	収入合計 ①
	37,040 
	
	 素蓄費
	

	
	
	 肥料費
	

	
	
	 飼料費
	

	
	
	 農具費
	

	
	
	 農薬衛生費
	

	
	
	 諸材料費
	

	
	
	 修繕費
	

	
	
	 動力光熱費
	

	
	
	 作業用衣料費
	

	
	
	 農業共済掛金
	

	
	
	 減価償却費
	

	
	
	 荷造運賃手数料
	

	
	
	 雇人費
	

	
	
	 利子割引料
	

	
	
	 地代・賃借料
	

	
	
	 土地改良費
	

	
	
	 その他
	

	
	
	 専従者給与
	

	
	
	 経費合計 　 ②
	29,100 

	
	
	 収入-経費 ①－②
　　所　　　得　
	7,940 



5年後の収支計画   （法人用）                                     　　　　（単位：千円）
	売上高
	
	
	販売費及び一般管理費の内訳書
	

	        売上高     ①
	
	
	
	

	        雑収入     ②
	
	
	 役員報酬
	
	

	           ①＋②＝Ⓐ
	37,040 
	
	 荷造運賃
	
	

	
	
	
	 広告宣伝費
	
	

	 売上原価
	
	
	 交際費
	
	

	    当期製品製造原価 ③
	
	
	 事務通信費
	
	

	
	
	
	 寄付金
	
	

	   売上総利益
	
	
	 減価償却費
	
	

	
	
	
	 図書研修費
	
	

	 販売費及び一般管理費④
	
	
	
	

	
	
	
	  合  計  ④
	
	

	   営業利益
	
	  　　　　    ③ ＋ ④ ＝ 29,100 
    

	営業外収益
	
	

	営業外費用
	
	

	経常利益 　 Ⓐ－③－④
	7,940 
	


   　　 　　　　　　　　製造原価報告書
   5年後の収支計画　（単位：千円）
	   総製造費用
	

	    材料費
	

	        種苗費
	

	        肥料費
	

	        農薬費
	

	        諸材料費
	

	
	

	    労務費
	

	        賃金手当
	

	        福利厚生費
	

	
	

	    製造経費
	

	        作業委託費
	

	        動力光熱費
	

	        農具費
	

	        修繕費
	

	        共済掛金
	

	        地代賃借料
	

	        支払小作料
	

	        租税公課
	

	
	

	       総製造費用
	

	      当期製品製造原価 ③
	


単位に注意してください





　Ｐ.１７ 「２．作付計画」の面積が入ります





この数字は、個人の場合はＰ．１９のⒶ、法人の場合はＰ．２０のⒶに入ります





　同じ数字が入ります





Ｃ





Ａ





Ｄ





Ｅ





Ｂ





Ⓓ、Ⓔ、Ⓑは、Ｐ．２1 


参照





「当該農業法人等の５年後の所得が、３年目の研修生１名あたり概ね３００万円向上することが確実と見込まれる計画を有すること。」とは、


     研修生一人当たり　B－C ≧ ３００万円　　であること





Ｃ





Ａ





Ｄ





Ｅ





Ｂ





Ⓓ、Ⓔ、Ⓑは、Ｐ．２２参照





「当該農業法人等の５年後の所得が、３年目の研修生１名あたり概ね３００万円向上することが確実と見込まれる計画を有すること。」とは、


     研修生一人当たり　Ｂ－Ｃ ≧ ３００万円


　　であること





Ｐ.19、Dと同額





Ｐ.19、Ｅと同額





Ｐ.19、Ｂと同額





Ｐ.20、Ｄと同額





Ｐ.20、Ｅと同額





Ｐ.20、Ｂと同額
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- 1 -


